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令和８年度 

上尾、桶川、伊奈衛生組合入札参加資格審査申請書提出要領 

（建設工事、設計・調査・測量、その他業務） 

（今回は追加登録となりますので、令和７年度に登録済みの方は申請不要です。） 

 

１ 申請対象者 

令和８年度において、上尾、桶川、伊奈衛生組合（以下「組合」という。）が締結する次の各号に

掲げる契約に係る競争入札に参加しようとする者 

⑴ 建 設 工 事：建設工事の請負契約 

⑵ 設計・調査・測量：建設工事に係る設計、調査及び測量業務の委託契約 

⑶ そ の 他 業 務：土木施設維持管理、建築物維持管理、その他役務の提供等の業務の委託契約 

 

２ 申請者の資格要件 

⑴ 申請者の資格（共通） 

次のいずれかに該当するものは、資格審査を受けることができません。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれかに該当する者 

イ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項（同令第１６７条の１１第１項において準用する場合

を含む。）の規定により組合の競争入札に参加させないこととされた者 

ウ 法人税（個人事業者の場合は所得税）、消費税及び地方消費税を完納していない者 

エ 法人市町民税（個人事業者の場合は個人市町民税。ただし、組合管内に事業所（本店、支店、

営業所等）がある場合）を完納していない者 

⑵ 「建設工事」に関する申請者の資格 

次のいずれかに該当するものは、資格審査を受けることができません。 

ア 申請する業種について、建設業法第３条第１項の規定による建設業の許可を受けていない者 

イ 申請する業種について、建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査（申請日現

在において有効なもの）の総合評定値の通知を受けていない者 

ウ 社会保険等に加入していない者 

⑶ 「設計・調査・測量」に関する申請者の資格 

次のいずれかに該当するものは、資格審査を受けることができません。 

ア 測量業務については、測量法第５５条第１項の規定による登録（測量業者登録）を受けていな

い者 

イ 建築関連コンサルタント業務については、建築士法第２３条第１項の規定による建築士事務所

登録を受けていない者 

ウ 不動産鑑定業務については、不動産の鑑定評価に関する法律第２２条の規定に基づく登録を受

けていない者 

エ 計量証明業務については、計量法第１０９条の規定に基づく登録を受けていない者 
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⑷ 「その他業務」に関する申請者の資格 

次のいずれかに該当するものは、資格審査を受けることができません。 

ア 土木施設管理にあっては、社会保険等に加入していない者 

イ 警備業にあっては、警備業法第４条の規定による認定を受けていない者及び同法第９条に規定

する届出書を埼玉県公安委員会に提出していない埼玉県の区域外に主たる営業所を有する者 

ウ 浄化槽清掃業にあっては、浄化槽法第３５条第１項の規定による許可を受けていない者 

エ 廃棄物処理業にあっては、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条又は第１４条の規定によ

る許可を受けていない者 

オ 営業に関し法律上必要とする許可等を受けていない者 

 

３ 登録有効期間 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

４ 受付期間 

令和８年２月１日（日）から令和８年２月２８日（土）まで（消印有効） 

 

５ 提出書類 

別紙参照 

 

６ 提出部数 

１部 ※各申請区分につき１部ずつ 

 

７ 提出方法 

郵送のみ受付 ※持参不可 

封筒の表に「入札参加資格審査申請書類在中」と赤で記載してください。 

 

８ 提出先 

〒３６３－０００７ 桶川市大字小針領家１１６０番地 

上尾、桶川、伊奈衛生組合 総務担当 宛 

 

９ 審査基準日 

提出書類は、次の(1)又は(2)を審査基準日として作成してください。 

⑴ 建設工事の請負に係る資格審査基準日 

申請日現在、有効な経営事項審査の総合評定値通知書（「結果通知書」）の審査基準日を指しま

す。通知書が複数ある場合は、直近のものの審査基準日を指します。 

※ 総合評定値通知書の有効期間は、審査基準日から１年７か月です。 
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※ 要件を満たす通知書の写しを提出できない場合は、申請できません。 

※ 申請日現在、直近年度の通知書が既に発行されている場合には、前年度の通知書は使用できま

せん。 

⑵ 建設工事の請負以外に係る資格審査基準日 

申請時直近の決算日（決算手続きが終了したもの）を指します。 

 

10 書類作成上の注意 

⑴ 社会保険等の加入について 

「建設工事」及び「土木施設維持管理」については、社会保険等の加入を資格要件としておりま

す。 

社会保険等とは、健康保険、厚生年金保険、雇用保険の３保険のことです。 

ア 社会保険等の加入状況に係る確認方法 

社会保険等の加入状況は、「経営事項審査の総合評定値通知書の写し」の「その他の審査項目

（社会性等）」欄で確認します。 

(ｱ) 全ての社会保険等の加入状況が「有」又は「除外」の場合 

⇒「社会保険等に加入している」とします。 

(ｲ) いずれかの社会保険等の加入状況が「無」となっている場合 

⇒「社会保険等に未加入」とします。  

イ 経営事項審査申請後に社会保険等に加入した場合 

上記ア(ｲ)に該当する者であっても、次の(ｱ)から(ｳ)に掲げる資料を提出した場合は、「社会

保険等に加入している」とします。 

(ｱ) 健康保険（領収書の写しは、最新のものに限る） 

加入先 確認資料 

年金事務所 年金事務所の保険料領収書の写し 

健康保険組合 健康保険組合発行の保険料領収書の写し 

建設業関係の国民健康保険組合 なし（※欄外参照） 

※ 年金事務所で健康保険被保険者適用除外承認を受けて建設業関係の国民健康保険組合に加入

している場合、健康保険は適用除外となります。この場合は、年金事務所発行の「厚生年金保

険料の領収書」で健康保険料が０円になっていることを確認します。 

(ｲ) 厚生年金保険（領収書の写しは、最新のものに限る） 

加入先 確認資料 

年金事務所 年金事務所の保険料領収書の写し 

※ 上記(ｱ)(ｲ)について 

健康保険及び厚生年金保険の加入先が両方とも年金事務所の場合、領収書はひとつなので１

部提出してください。  

加入直後で領収書が未到達の場合は、次の a又はｂを提出してください。 
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ａ 「被保険者標準報酬決定通知書」の写し（直近のものに限る） 

ｂ 「適用通知書」の写し 

(ｳ) 雇用保険（領収書の写しは、最新のものに限る） 

納付方法 確認資料 

ハローワークに直接申告納付 

労働（雇用）保険の保険料申告書の写し 

又は 

領収書の写し 

労働保険事務組合に委託している場合 

事務組合発行の保険料納入通知書の写し 

又は 

領収書の写し 

※ 上記の確認資料が用意できない場合は、組合発行の加入証明書等を提出してください。 

※ 加入直後で確認資料が未到達等の場合は、次のａからｃのいずれかを提出してください。 

ａ 「雇用保険加入済確認願」の原本 

ｂ 「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）」の写し 

ｃ 「雇用保険適用事業所設置届事業主控」の写し 

ウ 建設工事を申請しない場合 

上記イの(ｱ)から(ｳ)に掲げる資料で社会保険等の加入を確認します。 

⑵ 登記されていないことの証明書（後見登記等ファイルに成年被後見人、被保佐人、被補助人とす

る記録がないことの証明書）の発行手続きは、全国の法務局・地方法務局（本局）の戸籍課の窓口

で行っています。 

※ 郵送による申請は、東京法務局後見登録課のみの取扱いとなります。 

【問い合わせ先】 

東京法務局後見登録課 電話 ０３－５２１３－１３６０ 

https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/static/i_no_02.html 

⑶ 法人番号について 

国税庁は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号

法）」に基づき、平成２７年１０月から、法人には１法人１つの法人番号（１３桁）を指定し、登

記上の所在地に「法人番号指定通知書」を送付しています。 

※ 法人番号は、法人の支店・事業所等や個人事業者には指定されません。 

※ 「上尾、桶川、伊奈衛生組合入札参加資格審査申請受付票」の法人番号欄に記入してください

（１法人は、本店・支店・事業所とも同じ法人番号を使用）。 

ア 提出書類 

「国税庁法人番号公表サイト」の法人情報の画面を印刷したもの 

「国税庁法人番号公表サイト」https://www.houjin-bangou.nta.go.jp 

で法人名及び所在地等から検索して確認した法人情報の画面を印刷してください。 

【問い合わせ先】 

国税庁長官官房企画課法人番号管理室 電話 ０１２０－０５３－１６１ 

https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/static/i_no_02.html
https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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⑷ 受注希望工事に関する申請者の資格について 

 次に掲げるアからエの４業種の工事の受注希望工事を希望する場合は、「資格を証明する書類」

欄に記載されている届出や資格等が必要です。申請する場合は、「資格情報を証明する書類」を提

出してください。下表以外の業種については、「資格情報を証明する書類」は不要です。 

ア 電気工事業 

受注希望工事分類 資格情報を証明する書類 登録機関名 

総合電機設備工事 

発電変電設備工事 

電機設備工事 

信号設備工事 

電気工事業の業務の適正化に関する法律に基づ

く電気工事業開始届等の「届出受理通知書」等 

都道府県知事 

各産業保管監督部長 

経済産業大臣 

イ 管工事業 

受注希望工事分類 資格情報を証明する書類 登録機関名 

浄化槽工事 

【新たに浄化槽工事を申請する者】 

埼玉県知事に提出した「特例浄化槽工事業者届出

書」（「表面」と「裏面」） 

【既に他の自治体へ浄化槽工事を登録している者】 

埼玉県知事に提出した「特例浄化槽工事業者届出事

項変更届出書」 

埼玉県知事 

ウ 電気通信工事業 

受注希望工事分類 資格情報を証明する書類 登録機関名 

有線電気通信工事 

電気通信事業法に基づく「工事担当者資格者証（ア

ナログ第１種、ＡＩ第１種、第一級アナログ通信、

アナログ第２種、ＡＩ第２種、総合種、又はＡＩ・

ＤＯ総合種、総合通信）」の資格者証 
総務大臣 

データ通信設備工事 

電気通信事業法に基づく「工事担当者資格者証（デ

ジタル第１種、ＡＩ第１種、第一級アナログ通信、

アナログ第２種、ＡＩ第２種、総合種、又はＡＩ・

ＤＯ総合種、総合通信）」の資格者証 

エ 消防施設工事業 

受注希望工事分類 資格情報を証明する書類 登録機関名 

水消火設備工事 消防法に基づく甲種第１類消防設備士の免状 

都道府県知事 

泡消火設備工事 消防法に基づく甲種第２類消防設備士の免状 

不燃性ガス消火設備工事 消防法に基づく甲種第３類消防設備士の免状 

粉末消火設備工事 消防法に基づく甲種第３類消防設備士の免状 

火災報知設備工事 消防法に基づく甲種第４類消防設備士の免状 

避難設備工事 消防法に基づく甲種第５類消防設備士の免状 

排煙設備工事 消防法に基づく甲種第４類消防設備士の免状 

 



－ 6 － 

⑸ 「設計・調査・測量」に関する申請者の資格について 

以下の書類を提出してください。 

ア 測量業者登録 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 

測量法第５５条の５の規定に基づく測量

業者としての登録通知等（※１） 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 
申請する事業所で登録が必要 

※１ 測量業務を申請する場合は、「測量業者登録通知」及び登録行政庁の受理印がある「測量業

者登録申請書（第１面と別紙）」を提出してください。 

イ 建築士事務所登録（建築コンサルタント） 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 

建築士法第２３条の３の規定に基づく登

録通知等（※２） 
都道府県知事等 

「建築意匠」は申請する事業

所で登録は必要 

※２ 建築士事務所登録のうち「建築意匠」を申請する場合は、「建築士事務所登録通知書」を提

出してください。 

ウ 地質調査業者登録 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 

地質調査業者登録規程第５条の規定に基

づく登録通知等 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 
登録がなくても申請可能 

エ 補償コンサルタント登録 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 

補償コンサルタント登録規程第５条の規

定に基づく登録通知等 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 
登録がなくても申請可能 

オ 建設コンサルタント登録 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 

建設コンサルタント登録規程第５条の規

定に基づく登録通知等 

国土交通大臣 

（地方整備局長） 
登録がなくても申請可能 

カ 不動産鑑定業者登録 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 

不動産鑑定評価に関する法律第２４条の

規定に基づく登録通知等 

国土交通大臣 

都道府県知事 
登録が必要 

キ 計量証明事業者登録 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 
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計量法第１０９条の規定に基づく登録通

知等 

事業区分ごとに登録しているもの 

（長さ、質量、面積、熱量、体積、濃

度、音圧レベル、振動加速レベル等） 

都道府県知事等 登録が必要 

ク 土地家屋調査士登録 

登録情報を証明する書類 登録機関名 資格の有無による申請の可否 

土地家屋調査士連合会が発行した土地家

屋調査士登録証明書（申請日前３か月以

内に発行されたもの）（※３） 

日本土地家屋 

調査士連合会 
登録が必要（※４） 

※３ 土地家屋調査士事務所・土地家屋調査士法人は、日本土地家屋調査士連合会の登録が必要で

す。 

※４ 次のいずれかを、商号又は名称に含む場合にのみ申請することができます。 

・土地家屋調査士事務所 

・土地家屋調査士法人 

・社団法人〇〇公共嘱託登記土地家屋調査士協会 

⑹ 本店以外に業種（業務）毎に代理人を置く場合には、登録希望業種（業務）毎に申請をしてくだ

さい。申請できる業種（業務）は、本店と代理人を置く事業所を合計して５業種（業務）までです。

また、５業種（業務）以内であっても、他の事業所で申請した業種を、重ねて申請はできません。 

⑺ 不足書類や未記入事項がある場合につきましては、登録されない場合があります。 

 

11 問い合わせ先 

上尾、桶川、伊奈衛生組合 総務担当 

電話 ０４８－７２８－６０７１ 

 

12 その他の注意事項 

※ 入札参加資格者名簿に登録した場合、業者の格付け等も含めて、公表の対象となりますので、ご

了承ください。 

※ 個々の入札参加資格者への格付け通知は行いません。審査結果のお知らせは、入札参加資格者名

簿を公表することにより行います。 

※ 今回の申請による入札参加資格については、上尾、桶川、伊奈衛生組合の入札参加資格者名簿に

登録されます（上尾市、桶川市及び伊奈町に登録されている場合でも登録が必要となります。）。 

  



－ 別紙 1 － 

【別紙】 

１ 申請区分 

⑴ 建設工事（別表１：「建設工事」業種コードを参照） 

⑵ 設計・調査・測量（別表２：「設計・調査・測量」業種コードを参照） 

⑶ その他業務（別表３：「その他業務」業種コードを参照） 

ア 土木施設維持管理（道路・河川の清掃、苑池・下水道維持管理等） 

イ 建築施設維持管理（清掃、警備、設備運転・保守・点検・検査、消毒等） 

ウ その他役務の提供等の業務（上記以外の委託等） 

 

２ 提出書類 

⑴ 提出書類は組合独自様式になりますが、「上尾、桶川、伊奈衛生組合入札参加資格審査申

請受付票」以外は、組合様式で示した項目内容を満たしていれば、他の様式を用いても受け

付けます。 

⑵ 官公需適格組合については、下記提出書類のほかに官公需適格組合証明書の写しを提出し

てください。 

⑶ 提出書類一覧表 

番

号 
書類名 

申請業務 

摘要 

建

設

工

事 

設
計
・
調
査
・
測

量 

その他業務 

土
木
施
設
維
持
管

理 

建
築
施
設
維
持
管

理 

そ
の
他
役
務
の
提
供
等
の
業
務 

1 

上尾、桶川、伊奈衛生組合

入札参加資格審査申請受付

票（申請区分ごとの様式） 

○ ○ ○ ○ ○ 
※希望申請業務区分ごとにそれぞ

れ提出してください。 

2 
入札参加資格審査申請書 

（様式第１号） 
○ ○ ○ ○ ○ 

※希望申請業務区分ごとにそれぞ

れ提出してください。 

3 

履歴事項全部証明書又は現

在事項全部証明書〈写し

可〉 

○ ○ ○ ○ ○ 

【法人のみ】 

地方法務局が発行したもの 

発行日が申請日前３か月以内のもの 

4 

法人税並びに消費税及び地

方消費税の納税証明書（そ

の３の３）〈写し可〉 

○ ○ ○ ○ ○ 

【法人のみ】 

税務署が発行したもの 

発行日が申請日前３か月以内のもの  

※免税事業者の場合も、必ず提出

してください。 

※申請時点で未納税額がある場合

は、受理できません。 



－ 別紙 2 － 

番

号 
書類名 

申請業務 

摘要 

建

設

工

事 

設
計
・
調
査
・
測

量 

その他業務 

土
木
施
設
維
持
管

理 

建
築
施
設
維
持
管

理 

そ
の
他
役
務
の
提
供
等
の
業
務 

5 

身分（元）証明書（本籍地

の市町村で発行したもの）

〈写し可〉 

○ ○ ○ ○ ○ 

【個人事業者のみ】 

本籍地の市町村が発行したもの 

発行日が申請日前３か月以内のもの 

禁治産又は準禁治産の宣告の通知を

受けていないこと、後見の登記の通

知を受けていないこと、破産宣告又

は破産手続開始決定の通知を受けて

いないことを証明する書類 

6 

登記されていないことの証

明書（後見登記等ファイル

に成年被後見人、被保佐

人、被補助人とする記録が

ないことの証明書）〈写し

可〉 

○ ○ ○ ○ ○ 

【個人事業者のみ】 

法務局及び地方法務局の本局が発

行したもの 

発行日が申請日前３か月以内のもの 

後見登記等ファイルに成年被後見

人、被保佐人、被補助人とする記

録がないことを証明する書類 

7 

「申告所得税及復興特別所

得税」及び「消費税及地方

消費税」の納税証明書（そ

の３の２）〈写し可〉 

○ ○ ○ ○ ○ 

【個人事業者のみ】 

税務署が発行したもの 

発行日が申請日前３か月以内のもの 

※免税事業者の場合も、必ず提出

してください。 

※申請時点で未納の税額がある場

合は、受理できません。 

8 
事業開業届出済証明書 

〈写し可〉 
○ ○ ○ ○ ○ 

【個人事業者のみ】 

事業を営んでいる自治体が発行し

た事業証明書 

9 
建設業許可通知書又は許可

証明書〈写し可〉 
○     

申請日現在で有効なすべての業種

について提出してください。 

10 
経営事項審査結果（総合評

定値）通知書〈写し可〉 
○     

申請日現在有効なもので、複数あ

る場合は最新のもの 



－ 別紙 3 － 

番

号 
書類名 

申請業務 

摘要 

建

設

工

事 

設
計
・
調
査
・
測

量 

その他業務 

土
木
施
設
維
持
管

理 

建
築
施
設
維
持
管

理 

そ
の
他
役
務
の
提
供
等
の
業
務 

11 

建設業許可に係る申請書類

の写し 

①建設業許可申請書（様式

第１号） 

②営業所一覧表（別紙二） 

○     

申請日現在で有効なすべての業

種・許可区分(般・特)を含む申請

書類を提出してください。(新

規・更新、業種追加、般・特新

規) 

③建設業法施行令第３条に

規定する使用人の一覧表

（様式第 11号） 

○     

従たる営業所(支店等)で申請する

場合 

※主たる営業所で申請する場合は

不要 

12 
社会保険等の加入確認資料

の写し 
○  ○   

経営事項審査申請後に社会保険等

に加入した場合又は建設工事を申

請しない場合 

13 
営業所一覧表 

（様式第２号） 
 ○ ○ ○ ○  

14 
工事経歴書 

（様式第３－１号） 
○      

15 
業務経歴書 

（様式第３－２号） 
 ○ ○ ○ ○  

16 
主要取引金融機関名 

（様式第４号） 
○ ○ ○ ○ ○  

17 
委任状 

（様式第５号） 
○ ○ ○ ○ ○ 

【代理人を置く場合】 

委任期間 

R8.4.1～R9.3.31 

18 
資格情報を証明する書類の

写し 
○     

「電気工事業」「管工事業」「電

気通信工事業」「消防施設工事

業」の一部の受注希望工事を申請

する場合提出してください。 

管工事業の浄化槽工事は申請する

事業所で届出が必要です。 
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番

号 
書類名 

申請業務 

摘要 

建

設

工

事 

設
計
・
調
査
・
測

量 

その他業務 

土
木
施
設
維
持
管

理 

建
築
施
設
維
持
管

理 

そ
の
他
役
務
の
提
供
等
の
業
務 

19 
許可通知書又は許可証明書 

〈写し可〉 
 ○ ○ ○ ○ 法律上必要とするもののみ 

20 
登録通知書又は登録証明書 

〈写し可〉 
 ○ ○ ○ ○ 法律上必要とするもののみ 

21 
受注希望工事に関する技術

者の免許証等の写し 
○     

提出要領Ｐ５ 

10書類作成上の注意（４）参照 

22 監理技術者資格者証の写し ○     有効期限が長い者１名分 

23 
建設業労働災害防止協会証

明書〈写し可〉 
○     加入している場合のみ 

24 

役員名簿及び組合員名簿 

（中小企業等協同組合等に

限る） 

○ ○ ○ ○ ○  

25 
担当職員数・売上高業務別

内訳表（様式第６号） 
 ○ ○ ○ ○ 

希望業務毎の売上高等を記入 

職員数は実人数 

26 

入札参加資格者台帳 

（様式第７－１号又は第７

－２号） 

 ○ ○ ○ ○ 職員数は延べ人数 

27 

法人番号確認資料 

（「国税庁法人番号サイ

ト」の法人情報の画面を印

刷したもの） 

○ ○ ○ ○ ○ 

【法人のみ】 

法人番号は、国税庁が平成２７年

１０月以降に法人の登記上の所在

地あてに送付した「法人番号指定

通知書」に記載された１３桁の番

号で、１法人に１つの法人番号で

あるため本店・支店・事業所とも

同じ法人番号を使用 

「国税庁法人番号公表サイト」

http://www.houjin-

bangou.nta.go.jp 

で法人名及び所在地等から検索し

て確認した法人情報の画面を印刷

してください。 

http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
http://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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番

号 
書類名 

申請業務 

摘要 

建

設

工

事 

設
計
・
調
査
・
測

量 

その他業務 

土
木
施
設
維
持
管

理 

建
築
施
設
維
持
管

理 

そ
の
他
役
務
の
提
供
等
の
業
務 

28 

法人市町民税又は個人市町

民税の納税証明書〈写し

可〉 

○ ○ ○ ○ ○ 

【申請事業所の所在地に関わら

ず、上尾市、桶川市、伊奈町内に

事業所（本店、支店、営業所等）

がある場合】 

直近１年分の納税証明で、発行日

が申請日前３か月以内のもの 

※申請時点で未納の税額がある場

合は、受理できません。 

29 

官公需適

格組合が

申請する

場合の書

類○○○ 

官公需適格組合

証明書の写し 
○      

５以内の組合員

の総合評定値通

知書の写し 

○      

官公需適格組合

資格審査数値計

算表 

（様式第８号） 

○      

30 

経常建設

共同企業

体が申請

する場合

の書類〇

〇 

各構成員の主な

元請工事実績表 
○      

経常建設共同企

業体資格審査数

値計算表 

○      

経常建設共同企

業体協定書の写

し 

○      

経常建設共同企

業体協定書第８

条に基づく協定

書 

○      
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番

号 
書類名 

申請業務 

摘要 

建

設

工

事 

設
計
・
調
査
・
測

量 

その他業務 

土
木
施
設
維
持
管

理 

建
築
施
設
維
持
管

理 

そ
の
他
役
務
の
提
供
等
の
業
務 

31 
返信用のはがき（宛名記

入・８５円切手貼付） 
○ ○ ○ ○ ○ 

【受領印が必要な場合】 

返信用封筒は不可 

 

３ その他の注意事項 

⑴  提出書類は、(3)「提出書類一覧表」の順に揃え、全てをＡ４クリアファイル（透明・無

地のもの）に入れてください（提出書類をひも等で綴じたり、Ａ４クリアファイルに会社名

等を記入したりする必要はありません。）。申請業務が複数ある場合は、業務区分毎に作成

し、申請業務毎のＡ４クリアファイルに入れてください。 

⑵ 提出部数は１部となっていますが、組合から問い合わせ等をする場合がありますので、提

出書類の写しを保管してください。提出書類に不備・不足等があった場合は、追加で書類等

の提出を求める場合があります。一定期間内に提出されない場合、申請が却下となることも

ありますのでご注意ください。 

⑶ 申請書の受理後は、申請希望の業種等を追加又は変更することは一切できません。 

⑷ 提出された書類を返却することはできませんので、あらかじめご了承ください。 

⑸ 受領印が必要な場合は、返信先を明記したはがき（８５円切手貼付）を同封してください

（返信用封筒は不可とします。返信先の記入漏れ、切手貼付がない場合には返信しません。

また、返信先が行政書士の場合には事業所名等を明記してください。）。 

はがきの同封のない場合、返信は行いません。なお、申請が集中することから、返信まで

には時間を要しますので、あらかじめご了承ください。 

(6) 提出書類に変更が生じた場合は、速やかに変更届を提出してください。 


